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 2025年度活動基本方針                                                   

「同じミッションに向かって活動する職員同士が交流や学びあう機会を持ち、 

各活動や拠点の社会的役割を考え、発信していく」 
 

当団体は地域に根差して、子ども参画の地域づくりの実現に向けて活動している。2025 年度は、わかりやす

くその姿勢を内外に示した。地域の運営規模をほぼ同等にしながら、近年まで運営してきた中核的施設である

名古屋市子ども・子育て支援センターから、地域拠点である南児童館の運営にシフトチェンジしたことが、その姿

勢を物語るかたちとなった。 

 

「子どもが社会参画する場や機会をつくり、子どもと大人が共に持続可能な社会を実現する」をミッションに掲

げている当団体が、地域からボトムアップ的に共感を得て、仲間が増えるように、社会的役割を整理して、対外

的に発信していくことが、今、必要とされている。そのためには同時に団体内の環境づくりが重要になってくる。運

営する拠点が複数になり職員も増えてきたため、共通認識や共通言語を持つことが重要である。 

そこで人材育成プロジェクトを通して、同じミッションに向かって活動する職員同士が交流や学びあいをつくるこ

とに重点をおき、内省や共有を深化し成⾧へとつなげた。 

現場に立つスタッフ一人ひとりの内面的な成⾧こそが、こどもたちに還元される環境の質を左右することが、実

証された一年でもあった。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 

▼今年度は、主に、下の図の STEP1 STEP2 に注力。 そして STEP3 を、2026 年度方針につないでいく 
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（１）子ども・若者の社会参画事業 

校内居場所カフェ 

学校連携事業（あいち惟の森） 

学校連携事業（名東学校） 

名古屋市緑児童館 

名古屋市中川児童館 

名古屋市南児童館 

（２）子育ち・子育て支援事業 

名古屋市緑区地域子育て応援拠点 森の実 

子どもが育つ地域のつながりづくり事業 

（３）子どもの最善の利益を保障する事業 

知立市生活困窮者子どもの学習・生活支援事業 

名古屋市中学生の学習支援事業 

名古屋市高校生世代への学習・相談支援事業 

名古屋市ひとり親家庭の子どもの居場所づくり事業 

子ども・若者の SOS が届くまちづくり事業 

ひとり親家庭等のこどもの食事等支援活動事業 

（４）人材育成事業 

ユースワーカー育成推進事業 

講師派遣 

人材育成プロジェクト 

（５）調査研究及び政策提言事業 

地域開発・提言づくり 

（６）広報・啓発活動 

広報・寄付活動 
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■校内居場所カフェ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

子ども若者の社会参画事業 

＜目的＞ 

・学校との協働事業を持つことにより、社会で子どもの参加する権利の本質理解を目指す 

・当団体が日ごろ会うことのできない広い範囲での子どもたちと出会うきっかけをつくる 

・子どもたち自身が、多くの社会資源や幅広い大人像と触れる機会をつくる 

・社会的に支援が少ない高校生世代への予防的な取り組みとして広く周知する 

＜取り組み内容＞ 

・名古屋市立高校４校（若宮商業、市立工業、緑、富田）にて、 

子どもの参加する権利を土台とした学校内における居場所づくりを行う 

・月 1～2 回程度、無料のカフェスペースを解放しゆっくりできる場と機会をつくる 

・職員や大学生サポーターを基本として配置し、多様な関わりを展開する 

・実施校と学期毎に協働会議を実施し、実践内容について高めていく 

・必要に応じて教員、カウンセラー等と協議し、地域活動や連携機関に 

つなげていく 

・チーム学校の取り組み先進事例として、外部発信や全国とのつながりをつくる 

・名古屋市補助金事業化を実現しているため、補助金による運営ができている 

＜成果・実績＞ 

参加人数 のべ3,319名 

若宮 21 回  1,290名 

工業 19 回   791 名 

緑   12 回   826 名 

富田  12 回   412 名 

＜事業を終えて＞ 

・子どもにとって安全な学校という場で、評価や他者の目線を気にせず過ごす場ができた 

・あえて市立高校を選定することにより、教員の転属などで理解者が増加している 

→一方で、転勤により関係性がゼロからになるため、定期的な協議の場が重要 

・学校から、生徒にとって交流の場や機会であるため必要で重要な事業と言葉がある 

→どの実施校、どんな子どもであっても普遍的であることを周知していく必要がある 

・他校や大学・大学生からの関心も多く、取材や講義、事業展開などが派生している 

→実施校や理解者の増加によって、名古屋から「子どもの参画を土台にした校内カフェの 

在り方」をアピールしていける可能性がある 
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■学校連携事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども若者の社会参画事業 

＜目的＞ 

・地域活動では会うことのない子どもたちと、教員等の立場ではなく社会の大人として関わることで、社会の多様

さを見せるなどライフキャリアの一環として存在すること 

・NPO 法人として、特に教育分野と協働することによって、実際的な子どもの権利の保障の在り方について考え

るチャンスとしていく 

＜取り組み内容＞ 

・若宮商業高校ＪＲＣ部 

年 10 回、外部顧問として、社会課題やライフキャリアについて 

ワークショップ 

・名東高校 

年７回。ワールドスタディ授業に外部講師としてコーディネート参加 

・愛知県立大学 

地域活動への理解、見学・体験 

・愛知淑徳大学 CCC 

社会課題に対する企画や活動の実施 

＜成果・実績＞ 

参加人数 のべ 409 名 

若宮高校 62 名  名東高校 266 名 

愛知県立大学 65 名  愛知淑徳大学 16 名 

＜事業を終えて＞ 

・子どもたちや学校組織に対して、多様な大人像や社会像を見せることができた。 

・協働先である学校の教職員に対して、協働の価値や意義を感じられる実例となっており、大人に対しても違和

感なく実感として社会信頼を作り出すことができ、学校組織に対する NPO からのエンパワーを実現している。 

・関わる職員は日常業務と合わせて、時間や労力やこれまでのノウハウを惜しまず投入する状態になっていて、

職員の育ちにもつながっている。 

→一方で、収入面には課題があるため一定の考察や検討が必要である。 
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■学校連携事業 オルタナティブ・スクールあいち惟の森 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども若者の社会参画事業 

＜目的＞ 

「教育」という場の中で子ども NPO の活動の中軸である「子どもの参画」の要素を取り入れた活動を行うことに

より、主体性を持った人材の育成を「学校」の場で行う。学校という参加メンバーが固定された中での活動は、今

までの自主参加の子どもたちとは違った組み立てが必要であるが、遊びで関わるプレイワークを中心に連携事業を

通じて新たなこども NPO の研修スキルを構築していく 

＜取り組み内容＞ 

オルタナティブ・スクールあいち惟の森のカリキュラム「マイプロ(午前)」と「自由活動(午後)」のコマを担当した。 

・「マイプロ」の時間では、子どもたちがそれぞれ活動したいことのフォローを行い、一緒に考えたスポーツの活動を

共に行った。 

・自由活動では、遊びを通じてスタッフや子どもたちとの関係性を作り、興味、関心、やってみたいことを体験の中

から引き出していくことを心がけた。 

・季節ごとに遊びの内容や外の活動を意識し、様々な遊びや企画が行われた。 

外遊び:サッカー、野球、おにごっこ、ドッジボール、台車、バドミントン、生き物探しなど  

室内あそび:レゴ、イラスト、タブレット、ボードゲーム、紙粘土工作、アクセサリー作り、カプラ、読書、楽器、

トランプ、卓球、おしゃべり、自主企画の練習、イベントの準備など 

料理企画:チャーハン、パン作り、スイーツ作りなど 

＜成果・実績＞ 

参加人数 のべ 268 名 

小学生 低学年 8 名、高学年 13 名 

中学生 7 名 

＜事業を終えて＞ 

2025 年度は月に 1 回の活動になったため、毎回の遊び

の継続というよりも、こどもＮＰＯのスタッフが入る日に合わ

せてお出かけ企画などを行うことが多くあった。子どもたちの

変化もよく見えて、子ども同士の関係性が深くなっていた

り、遊びの流行の変化や技術の上達などが毎月感じられ

た。スタッフと子どもたちとの⾧年の関係性があり、自分たち

でやりたいことを企画する土台ができているので、毎回その

場で生まれる遊びの発想に柔軟に対応することができ、子

どもたちと一緒に体験することを意識して活動をした。 
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■名古屋市緑児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども若者の社会参画事業 

＜目的＞ 

・様々な環境下にあるすべての子どもたちが気軽に来館できるよう、特定の利用条件のない「ただの居場所」であ

ることにこだわりつつ「子どもたちが遊びを通じて自ら育つ」ことのできる環境を整える。 
・その上で「困りごとを抱えている子（保護者）」には個別で支援をしていく。 
・事業を通じて子どもの社会参画のきっかけづくり、子どもの権利の周知を行う。 
・緑区の子ども育成の中核となる。 

・不登校の居場所づくり事業、プレーパーク事業、中高生居場所づくりモデル事業（名古屋市）などの先駆的

な事業に取り組み、全市的な標準化を目指す。 

＜取り組み内容＞ 

【子ども育成活動】 

・子どもが自らの意思で遊び、過ごし育っていけるような環境づくり 

・行事活動・クラブ活動・子どもが意見を述べる場の提供・子どもの

自主活動・中学生の居場所づくりモデル事業・フリースペース事

業（学校の代わりの日中の居場所の提供） 

【子育て支援活動】 

・当事者たちによる循環型子育て支援（受け手から担い手へ）

を目指す 

・クラブ活動・子育てサークル支援事業・子育て支援ネットワークへ

の参画 

【地域子育て支援拠点事業】 

・親子の交流、相談、情報提供、講習など・あかちゃんひろば・じゆ

うひろば・わらべうたひろば・おはなしバスケット・カラクマひろば（障

害を持つ子どもと親の交流の場） 

【地域福祉推進活動】 

・プレーパーク事業を通じた遊びの場の提供、外遊びの重要性の

啓発、世代間交流事業 

【学習支援事業】 

・学習面のみならず、居場所の要素も重点においた学習支援 

＜成果・実績＞ 

利用者数 のべ 33,397 名 

館内利用 30,215 名 

移動児童館事業 3,182 名 

＜事業を終えて＞ 

・不登校の居場所づくり事業（フリースペース）はプログラムへの参加を困難に感じる子どもがいたため自由活動とし

て実施した。名古屋市のモデル事業化に向け協力を行った。 

・設立 50 周年の記念行事や広報に注力して、児童館の社会的意義を発信した。 

・中高生の居場所づくりモデル事業では、経年実施やスタッフとの関係性が深化したことにより、個別案件への対応

や介入が顕著であった。引き続き関係機関や所管課と連携しながら事業化へ寄与していく。 

・乳幼児サークルへの活動支援、協働企画に注力して、日頃の連携や普及に努めた。 

・屋外事業は夏季の酷暑対策として施設の併用やベランダでの代替企画を実施した。 
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■名古屋市中川児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども若者の社会参画事業 

＜目的＞ 

子どもと大人のパートナーシップによって、持続可能な社会を目指し、幼児期から青年期までの子どもたちが

「自ら育つ」環境づくりに取り組む。子どもの権利条約を基盤とした児童館運営を行う、さまざまな機会を通じて

その理念を普及する。 

①安全で安心できる場づくり②生きる力を育てる場、子どもの育ちを保障する場づくり③子どもの社会参画の

推進④子どもの第三の場所としての居場所づくり⑤移動児童館や出張事業などのサテライト事業で区民全体

が利用しやすい児童館⑥バリアフリー具現化の取り組み 

＜取り組み内容＞ 

【子ども・保護者の声を活かした事業展開】 

・子ども企画・リバーティーンズ企画・子ども会議・ひよこっこ広場交

流の日・職員企画 

【他機関との連携・情報共有】 

・エリア支援保育所、地域子育て応援拠点・支援拠点、子ども家

庭センター、子ども応援委員会、学校との情報共有 

【定例事業】 

・子ども育成活動 ・子育ち・子育て支援活動 ・地域福祉促進活

動 ・地域との協働事業 ・移動児童館事業 ・中学生、高校

生の学習支援事業・その他事業 等 

＜成果・実績＞ 

利用者数 のべ 14,129 名 

館内利用 9,700 名 

館外・その他事業等 4,429 名 

＜事業を終えて＞ 

今年度はリニューアル改修工事による移転先での運営を行った。事業を縮小しながらも移転先の環境を活かし

た取り組みを実施することができた。 

・利用者が主体的に運営に参加できる場づくり、企画づくり 

・利用者が職員と安心して話せるような場づくり  

・多世代が交流できるイベント 

上記の事柄に工夫を凝らし、移転先でも利用者の声を反映できる機会や、居場所としての機能に重点を置

きながらの運営を心掛け、日常的な関わりを継続して行った。 
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■名古屋市南児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども若者の社会参画事業 

＜目的＞ 

こどもＮＰＯは、子どもの権利を尊重し、子どもの社会参画を推進する団体です。今を生きる社会の一員であ

る子どもが、あらゆる社会状況や各々の環境下でも自らの力を発揮できるよう共に歩み、子ども・子育て世帯の

「自ら育つ」場づくりに取り組む。 

有事の子ども・子育て家庭をめぐる課題は、日常と地続きになっている課題と、有事特有の緊急的判断が必要

になる課題とが乱立しています。平時から、有事に備えたネットワーク構築や地域との連携事業を展開し、日頃か

らの顔の見える関係づくりと意識の共有によって、有事に備えたまちづくりを行う。 

＜取り組み内容＞ 

【子ども育成活動】 

・こどものまち、ユースひろば、ごはんの日、お庭プレーパークなど 

【子育て支援活動】 
・乳幼児親子対象講座、子育て支援ネットワークの参画、相談など 
【地域福祉推進活動】 

・リーフキッチン、ものづくり DAY、プレーパークなど 

【学習支援の場の提供】 

・学習面のみならず、居場所の要素も重点においた学習支援 

＜成果・実績＞ 

利用者数 のべ 23,207 名 

＜事業を終えて＞ 

委託1年目の今年度は、子どもたちとの信頼関係づくりに力を入れた。出会った当初は、大人への抵抗感

が強い子が多く、声をかけても反応がなかったり、暴力や暴言で大人の気を引こうとしたりすることも度々であっ

た。少しでも児童館がホッと心休まる場所になればと思い、「よく来たね」と迎え入れ「また来てね」と見送ることを

大切にしてきた。梅雨明け、子どものキャラクターが少しずつ分かり、一緒に遊ぶことができるようになり、関係性

の変化に喜びを感じることができた。一方で、常連になった子の集団での試し行動がどんどんエスカレートし、児

童館がみんなにとって安心できる場所ではなくなってしまった。「あなたも大切であるように、他の子も大切だ。あ

なたも児童館に来てほしいけれど、この行為はいけない。」そんな事を一人ずつに伝えていく。また同時に、地域

の中で彼らを見守る仲間を増やすため、家庭や学校、警察など地域の方々と連携を進めてきた。10月からは

月1回、地域の方が”出張こども食堂”を館内で開催し、一緒にごはんを作って食べながらこどもたちを見守って

くださっている。今年度、子どもたち主体の事業をすることは難しかったが、３月末には常連の子からリクエストが

あり、中高生タイムで卒業コンサートを行った。まだまだ大人がメインで企画や準備を進めているが、今後少しず

つ子ども主体の企画を増やしていきたい。中高生の利用が多い分、思春期特有の悩み相談も多い。一緒に

遊んだり、ご飯を食べたり、何気ない時間を共に過ごしながら安心して過ごせる場を一緒につくっていきたい。 
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■名古屋市緑区子育て応援拠点森の実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育ち・子育て支援事業 

＜目的＞ 

子育ての交流の場のほか、一時預かりや相談支援などにより充

実した支援を提供することにより、支援を必要とする子育て親子を

支え、子育ての負担感や不安感を軽減するとともに、児童虐待の

未然防止につなげることを目的とする。 

＜取り組み内容＞ 

【子育て支援事業】 

・プレママパパ講座…赤ちゃんのお世話体験(沐浴)を実施。 

・屋外型居場所づくり…そとひろば(要池公園)、おさんぽ(通曲公

園)2 か所で実施。 

・利用者・関係機関運営向上委員会…子育て当事者や地域の

支援者、関係機関から応援拠点の役割などアドバイスを頂戴し運

営に活かす。 

【一時預かり事業】 

ニーズが高く、圧倒的に数が足りていないという課題を抱えている。 

【アウトリーチ事業】 

2025 年 10 月よりスタート。知恵袋を継続しながら今後の事業

展開を構築している。 

＜成果・実績＞ 

利用者数 のべ 10,427 名 

親子組数 4,696 組 

新規登録者数 434 組 

一時預かり総数 720 名 

屋外型居場所総数 258 組 

ア ウ ト リ ー チ のべ 24 件 

＜事業を終えて＞ 

日頃から関係機関との「顔の見える関係性」を大切にしてきたことが、10 月からのアウトリーチ事業でさらに連

携強化へと繋がり、情報共有がよりスムーズに行えるようになった。それによって、当事者にとって必要な支援に繋

げることができるようになった。 

また、室内の支援の場に入ることに少しハードルが高いと感じる親子にも寄り添えるよう、屋外型の「そとひろ

ば」や「おさんぽ」を開催した。屋外でのみ参加される親子の姿が見られ、これまで出会えなかった方々とも繋が

り、地域に開かれた居場所としての必要性を実感することができた。 

さらに、利用者一人ひとりの「やってみたい」という気持ちを大切にした場づくりを続けたことで、今年度は利用

者が主体となって考えた企画を形にするなど、当事者参画の第一歩となった。 
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■子どもが育つ地域のつながりづくり事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育ち・子育て支援事業 

＜目的＞ 

多様な主体（地域住民、ボランティア、学区、関係機関等）と協働し、「地域における子どもの遊び場」「子

育て家庭や住民の交流の場」「悩みや困難を抱えた子どもの居場所」づくりを目指す。プレーパークの準備、開催

を通じて子育てのしやすい地域づくり、子どもたちが豊かに育つ地域づくりを目指す。 

＜取り組み内容＞ 

子どもたちの「好奇心」や「やってみたい」という気持ちが発揮されるように遊びの環境を整え、子どもの遊びをサポ

ートする。多様な参加者と共に運営を行っていく。 

【サバンナプレーパーク】大高南地区 全 12 回 

経年実施の成果により、同エリアの子ども食堂や複数団体との連携し、複合的に参加者を見守り、関わるこ

とができている。事案により関係機関との連携などしながら対応している。 

【なるこプレーパーク】鳴子地区 全 12 回 

民生委員をはじめとした地域ボランティアや大学のゼミ活動など多様な参加により、地域の子どもや家庭を見

守っている。常連の子どもたちが学区の祭りに出店する好例もあった。 

【みずひろプレーパーク】鳴海東部地区 全 12 回 

経年での世代交代はあるが、新規の子どもや親子の定着があり、主体的な活動や場づくりが継承されてい

る。夏季の熱中症対策では子どもと共に設営場所や運営を工夫した。 

【せんくづかプレーパーク】片平地区 全 12 回 

学区や地域の子育て支援団体など充実した体制のなか、参加する子どもや親子が思い思いに過ごすことが

できている。従事スタッフの働きかけも子どもたちへの刺激となっている。 

＜成果・実績＞ 

参加人数 のべ 2,508 名 

子ども 1,775 名 

おとな 733 名 

＜事業を終えて＞ 

・4 か所とも特色は異なるが、経年実施により、各拠点ともに子どもたちが中心の遊び場が展開されている。 

・「担い手」の性格を帯びた参加者の世代交代が課題ではあるが、常連やリピーターの過ごし方が新規参加者に

ゆるやかに浸透しており、循環している様子が見て取れた。 

・アウトリーチの側面として、相談対応や福祉的な介入につながった事例も散見された。 

・各所、熱中症対策として屋内施設の活用や設営場所の変更など、運営の試行をした。 
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■知立市生活困窮者子どもの学習・生活支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

子どもの最善の利益を保障する事業 

＜目的＞ 
生活保護やひとり親家庭など家庭の貧困や虐待など、特有の課題を持たざるを得ない子どもたちが、地域

には多く存在している。子どもの貧困率も低下したとはいっても、まだまだ現状把握さえままなっていない。生活
の基盤がなく、子ども自身の権利が保障されていない環境の中で、学習や進学をすること、自立することを迫ら
れた状況にある。 
そうした子どもたちと学習支援の場を共につくることにより、貧困の連鎖を断ち切ったり、貧困に陥らないような社

会資源（人的、文化的）と繋がったりすることができる場をつくる。対処療法的な支援も行いながら、予防的

な支援としての学習支援を目指し、東海圏での学習支援のフラグシップモデルになることを目指す。加えて、当

団体の中で唯一名古屋市以外の自治体での活動であり、事業の展開や自治体内でのあり方含めて、子ども

の権利や活動の普及に関して重要な事業と捉えている。 

＜取り組み内容＞ 

学習支援 48回（週1回程度）、居場所22回（月2回程度） 

・学習会の実施（5教科等の基礎学習、学校課題や復習に取り組む） 

・交流会の実施（居場所となる関わり、傾聴等での相談支援） 

・学習サポーターの育成（研修等での支援者・理解者の拡充・養成） 

・関係機関と連携や報告（行政関連部署や関連団体とのネットワーク） 

・家庭からの相談対応（養育相談、必要な支援へのつなぎ） 

・学校との連絡会実施（年2回程度実施。担任教員と知立市福祉課と共に実施） 

＜成果・実績＞ 

参加者数 のべ 385 名 ＜事業を終えて＞ 

参加する子どもたちにとって、学習の場でもあり居場所でもあるという物理的

心理的な安心できる空間にすることができた。参加登録数も急増させることが

でき、参加継続も含めて子どもたちと信頼関係構築をしていくことができた。他

にも食事提供も年度途中から地域人材と協働することができたことで、うまく機

能してきた。 

一方で、事業としては評価にさらされる瞬間もあり、子どもたちが直接使うこ

とができる事業を量的な評価がされないよう質的な評価や表現が求められてい

る。これは未達であるが、知立市において 10 年目の節目として事業についての

発信イベントを行い、多様な主体に理解を呼び掛ける取り組みを展開すること

ができた。 
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■名古屋市中学生の学習支援事業（南陵、浦里、大高南①②、中川、緑、南） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

子どもの最善の利益を保障する事業 

＜目的＞ 
個々の能力に応じて学習習慣をつけることや高校進学に向けた支援を行う。併せて、児童の居場所づくりと

なるような取り組み及び保護者への養育支援を行う。また、支援対象者に対して高校進学や高校生活に有益
な情報を学習会や文書等で適宜提供する。 
そうした子どもたちと学習支援の場を共につくることにより、貧困の連鎖を断ち切ったり、貧困に陥らないような社

会資源（人的、文化的）と繋がったりすることができる場をつくる。対処療法的な支援も行いながら、予防的な

支援としての学習支援を目指し、東海圏での学習支援のフラグシップモデルになることを目指す。 

＜取り組み内容＞ 
会場①②90回（週2回程度の実施、荒天により中止あり） 
会場③～⑦48回（週1回程度の実施、荒天により中止あり） 

・学習会の実施（5教科等の基礎学習、学校課題や復習に取り組む） 

・交流会の実施（居場所となる関わり、傾聴等での相談支援） 

・学習サポーターの育成（研修等での支援者・理解者の拡充・養成） 

・関係機関と連携や報告（行政関連部署や関連団体とのネットワーク） 

・家庭からの相談対応（養育相談、必要な支援へのつなぎ） 

＜成果・実績＞ 

参加者数 

会場① のべ 545 名 

会場② のべ 335 名 

会場③ のべ 216 名 

会場④ のべ  53 名 

会場⑤ のべ 181 名 

会場⑥ のべ 277 名 

会場⑦ のべ 21 名 

＜事業を終えて＞ 

家庭環境や生活に課題を抱える中学生に対し、安心して学べる場を提供できたことは大きな成果である。学

力の向上だけでなく、「話を聞いてもらえる場所」としての役割を遂行するため子どもと支援員との間に小さな信頼

を積み重ね、自己肯定感の回復や学校生活への前向きな姿勢につながった。 

反面、学習以外の悩みに学習支援事業単体では十分応じきれない場面もあり、福祉的な視点を持つ地域

や関係機関で作られた支援体制の必要性を感じた。今後は、学校・家庭・地域と連携しながら、中学生一人ひ

とりの背景に寄り添う継続的な支援が求められるため、他機関協働のハブとなるような動きも続けていく。 
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■名古屋市高校生世代への学習・相談支援事業（南陵、浦里、大高南①②、中川、緑、南） 

 

 

 

＜目的＞ 

名古屋市中学生の学習支援事業に参加していた子どもたちを中心として、継続した支援が必要な高校生世

代の子どもたちがいる。 

高校に進学したからといって、生活が極端に良くなるわけでなく、より困難さを抱えることもある。高校中退を防

止することと同時に、学び直しや大学進学の相談、就労・家族・友人関係での悩み事の相談、アルバイトや就労

先での仕事や金銭面での相談等、様々な面から通っていた学習支援の場があることは望ましいこともある。高校

を辞めた子ども、入り直したい子ども等、ハイティーンと呼ばれる 18 歳までの子どもたちを受け入れる場は社会的に

それほど存在していない。そうした狭間の支援を行う事業とする。 

＜事業を終えて＞ 

中学生の学習支援を経て高校に進学した子どもたちの中には、なお困難な状況に置かれる者も少なくない。高

校進学はゴールではなく、生活や人間関係、進路、金銭面などより深い悩みに直面する時期でもある。特に、高

校を中退した、あるいは再入学を望む子どもたちが安心して通える場は社会的に限られている。こうした“狭間”にあ

る高校生世代への継続的支援は、学び直しや自立に向けた土台を築く上で不可欠であり、福祉的なまなざしの

もとで支える事業の重要性が高まっている。 

継続的に学習支援に参加してくれることは、信頼関係や安心感の表れであり意義深い。一方で、それは裏を返

せば、家庭や学校、地域などに安心して過ごせる他の居場所が少ないことを意味している場合もある。支援の場が

唯一の居場所になっている現状は、社会的な孤立のリスクをはらんでおり、包括的な支援の必要性を示している。 

子どもの最善の利益を保障する事業 

＜成果・実績＞ 

参加者数 

会場① のべ 70 名 

会場② のべ 247 名 

会場③ のべ 111 名 

会場④ のべ  0 名 

会場⑤ のべ 111 名 

会場⑥ のべ 128 名 

会場⑦ のべ 32 名 

＜取り組み内容＞ 
会場①90回、会場②90回、会場③48回、会場④48回、会場⑤48回 
会場⑥48回 会場⑦48回 
・学習会の実施（基礎学習、学校課題や復習に取り組む） 

・交流会の実施（居場所となる関わり、傾聴等での相談支援） 

・学習サポーターの育成（研修等での支援者・理解者の拡充・養成） 

・関係機関と連携や報告（行政関連部署や関連団体とのネットワーク） 

・家庭からの相談対応（養育相談、必要な支援へのつなぎ） 
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■名古屋市ひとり親家庭の子どもの居場所づくり事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの最善の利益を保障する事業 

＜目的＞ 

学校等の子どもの集団の中で一般家庭との違いを敏感に感じ取り孤立を深める一方、思春期における家族

観の変化から家庭以外の居場所を求める思春期にあるひとり親家庭の子どもに対して、家庭や学校以外の場

所で地域の大人が見守る中で発達し、ひとり親家庭の子ども同士が絆を深めることができる第３の居場所（サ

ードプレイス）を提供し、参加した子どもが生活習慣や学習習慣を身につけるとともに、自己肯定感の獲得や将

来への自立意欲を高め、貧困の連鎖を断ち切る力を身につけることを目的とする。 

＜成果・実績＞ 

参加者数 のべ 383 名 

＜事業を終えて＞ 

学校や家庭以外で安心して過ごせる“第 3 の居場所（サードプレイス）”を提供するとともに、学習支援や

子ども食堂など生活・教育・食といった多方面からのアプローチを実現できた。 

児童相談所で一時保護された子どもが地域に戻った際にも、支援の場が継続的な見守りの役割を果たし、

子どもが再び孤立しないための「つなぎ目」として機能している点も重要な成果である。一方で、支援の場が子ど

もにとって唯一の居場所となっているケースもあり、社会的孤立のリスクをはらむ側面も浮き彫りとなった。今後

は、家庭・学校・地域が連携し、子どもたちが複数の居場所や頼れる大人とつながれる環境づくりを進めるととも

に、子ども一人ひとりの背景に寄り添った柔軟かつ継続的な支援体制の充実が求められる。 

同事業を展開する事業者とも連携を取り、研修会や交流会の実施を組織している。総合競争入札形式で

の委託についても課題感を持っており、多様な主体と協働して事業を質的に向上させる取り組みも進めていきた

い。 

＜取り組み内容＞ 

開催回数 49回 

・過ごしやすい場所の提供（居場所づくり権利が保障される場づくり） 

・日課の実施による生活習慣の指導（自立に向けた体験、日常づくり） 

・学習の補完やスポーツ等の活動 （プレーパーク、学習支援） 

・集団形成に資するイベント実施 （外遊びやボードゲーム等） 

・軽食の提供 
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■子ども・若者の SOS が届くまちづくり事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの最善の利益を保障する事業 

＜目的＞ 

・子ども・若者の最善の利益を保障するという土台を持ち、実際的に子ども・家庭・若者に関わる事業とする。 

NPO 法人として柔軟な対応を取りながらも、個別への支援に閉じることなく、公的支援体制へもつなげながら予

防的支援や⾧期での伴走を行う。 

・まちづくりの視点を持ちながら社会へ問いかけ、実際的な連携やそのネットワークを形成する。 

＜成果・実績＞ 

参加者数 

①のべ  1,213 名  

②のべ    93 名 

③のべ    76 名    

④のべ   187 名 

⑤のべ     0 名    

⑥のべ    26 名 

＜事業を終えて＞ 

・３つの子ども食堂を基本として多様な主体が協働できる状況をつくることができている。 

・朝ごはん支援など、新たな形での地域連携もスタートできた。 

・信頼関係の継続から支援機関や自立・進学・就労にゆるやかにつながっていくスタイル

が確立されつつある。 

・社会制度から見放されている子ども・家庭・若者から、その実態が浮き彫りになっている 

 →多様な対応が求められ、資金面や理解周知の不足が喫緊の課題になっている。伴

走的な支援や意見表明のための意見形成などが求められている。 

＜取り組み内容＞ 

①子どもとつくる子ども食堂さばんなかふぇ（月 1 回） 

大高南学区特に市営森の里荘や周辺関係者と協働した子ども食堂 

②ユースひろば（月 1 回） 

子ども期から継続して関わる若者への場と機会の継続 

③社会体験・自立支援事業 

継続的に関わってきた困難状態にある若者へのライフキャリア形成 

④個別支援事業 

どの社会的制度・支援にもあてはまらない子ども・家庭・若者への対応 

⑤緊急期・被災地支援 

⑥地域連携・まちづくり 

子ども参加を促す連携開発や会合参加やネットワークづくり 
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■ひとり親家庭等のこどもの食事等支援活動事業 

 

 

 

 

 

 

子どもの最善の利益を保障する事業 

＜目的＞ 

生きることの命綱である「食を届ける」を基軸に、本事業を行うことで、これまで拾ってきた声に加えて、地域の

中で埋もれているこどもたちの声を拾うアウトリーチを行い、地域へ展開していく。そうすることで、これまでリーチ

できなかった層、切実に支援が必要な層との地域のつながりと見守りが生まれることを目的とする。 

＜成果・実績＞ 

参加者数 

のべ 2,032 人 （470 世帯程度） 

開催回数 のべ 180 回 

実施場所 のべ 13 箇所 

連携機関・団体・市民組織 のべ 26 

＜事業を終えて＞ 

・訪問支援型は、自ら SOS の声をあげるのが難しい世帯も多い傾向があるため、子どもから出る実情の声を

直接受けて動くケースも。支援関係機関と情報共有をしながらすすめ、世帯につながった。 

・出張子ども食堂の実施に向けて、地域の活動者に協力を仰ぐことで共感者が増え、地域で見守るしくみづく

りのきっかけとなった。日常に溶け込む食事を共にすることで、こどもたちがさらに本音で発言することも多く、よ

り実情を打ち明けやすくなる場ともなった。また、困難を抱える世帯においては、生活面だけでなく発達面、

保護者自身の精神面に不安を抱えていることが散見され、そのような世帯とつながりやすい発達支援に関連

する場とつながることを試みた。発達や心に不可欠な栄養を支える食の重要性について専門的な知見を得

て、食支援の栄養面のあり方にも意識を向けていく大切さを共有することができた。発達支援中の児童の欠

食・栄養不足が、児童のイライラを誘発させ暴力行為に及んでしまったという学校からの相談事例などを受け

て、胚芽を取り除かない米で提供するなどの工夫も試みはじめている。 

・パントリー型においては、対面支援を苦手とする高校生世代が占める割合が上がる。まわりとの関係性やこ

れまでの育ちのなかで蓄積した諦め・思春期特有の感受性など、思いの表出をうまくできない世代にとって、

人目にそれほど晒されず必要な物資を手に取ることができる機会はマッチしていた。 

・訪問型支援は、世帯の状況を深く観察しながら関係機関と連携することができた。例えば、生活保護世帯

であっても、保護者の金銭管理能力が未熟で、おとなの嗜好品やＳＮＳの投げ銭などを優先してしまい、こ

どもの食に金銭がまわらないというケースも散見される。世帯の自律を目標に、どのタイミングで食支援が必要

かというような綿密な打ち合わせも機関・世帯と行いながらサポートを行った。 

＜取り組み内容＞ 

①出張子ども食堂 46 回 

②出張フードパントリー 84 回 

③訪問型支援、緊急保護フォロー 50 回 
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■ユースワーカー育成推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目的＞ 

まちじゅうのあちこちに、“「こども・若者の視点で物事を捉えることができるユースワーカー」があふれるなごや”を

目指す。そのために、事業を継続的に行うことでユース世代の実情を知り、理解を深め、市民が自分に身近なあ

らゆる子ども・若者へどのようなエンパワメントができるか考える機会を展開する。また、参加者各々が主体的にユ

ースワーク普及にかかわる動機づけにつなげるよう、テーマ等も市民が自ら提案できるしくみづくりを行う。 

＜成果・実績＞ 

参加者数 

①17 名 ②21 名 

＜事業を終えて＞ 

第１弾企画参加者のユースが、事業で行ったワークショップから刺激を受け、さらに対

話したいテーマを提案。ユースが主体的に企画・運営にかかわり、第２弾の実施に至っ

た。本事業のねらいにあるような、市民が自ら提案できるしくみづくりの流れができたこと

により、地道に継続することで市民による市民フォーラムが形成される見込み・展望が

みえた。 

＜取り組み内容＞ 

①子ども若者にかかわる市民フォーラムの実施（第１弾 11/8）  

「ユースワークの本質をみつめて ～若者の自己表現の現場からひも解くユースワーク  

こども若者が社会参画するプロセスのなかに、地域のなかで自己表現と合意形成の場が育まれてきた経緯と

80 年代から現在に至るまでのユースの活動をひも解きながら、ユースワークの本質を考える。話題提供者によ

る講話と参加者によるワークショップ。 

②子ども若者にかかわる市民フォーラムの実施 （第２弾 1/17） 

「学校という空間について考えるワークショップ」 

学校でおこっていること、感じていることを、学生・保護者・先生・学校という空間に興味がある方々等が、立場

を超えて、平場で話す。話題提供者による講話と参加者によるワークショップ。 

人材育成事業 
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■講師派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材育成事業 

＜目的＞ 

行政、教育機関、各種団体からの要望に応じ、講座・研修の講師や事

例報告を行うことで団体の活動を広く周知し、団体の理解者を増やす。社

会的に弱い立場に置かれている子どもたちの現状を伝え、子どもを取り巻く

環境を改善するための一助とする。 

＜成果・実績＞ 

依頼件数 

講師派遣 20 件 

委員・実行委員 5 件 

＜事業を終えて＞ 

・今年度は「持続可能」「社会参画」「まちづくり」というキーワードが多かった。南児童館を受

託したことで南区役所との繋がりもできた。高浜市や瀬戸市など新規の依頼があり、新しい

関係を構築している。 

・行政の協議会、意見交換会等は、継続して委員として参加している。これまでの実績をふ

まえ、子どもを取り巻く環境が少しでもよくなるよう提言を行っている。 

＜取り組み内容＞ 

■講師、登壇、ファシリテーター *一部抜粋 

5/26 持続可能な社会とわたし（名古屋市立大学） 

6/8 おとなのまなびば（場楽来） 

6/12 職業観を磨く（名古屋商業高等高校） 

6/16 緊急期における子どもの遊び・居場所の必要性（こども財団） 

6/23 学生団体地域共創隊 WITH に対する講話(名城大学社会連携センター) 

8/16 大高南学区で行う子どもへの活動とその現状(南医療生活協同組合) 

9/30 こどもの居場所づくり×まちづくり（未来茶麟） 

10/9 校内居場所カフェ勉強会（アジア車いすセンター） 

11/12 あかちゃんとママのがっこう（かぞくのとまり木） 

11/24 子どもたちの今～大人がすべきことを考える日に～(チャイルドラインあいち) 

11/26 託児ボランティア養成講座（守山生涯学習センター） 

12/13 プレーパーク実践者の集い（てんぱくプレーパークの会） 

1/19 子どもの貧困対策東海北陸フォーラム（あすのば） 

2/2 高浜市学習支援ボランティア研修（ちえの森） 

3/4 子どもがつながる地域の活動～子どもの社会参画は未来への投資～（南区役所） 

3/8 市民活動から始まった、こども若者へのかかわりから見えたこと（瀬戸市こども若者家庭センター 

■各種委員、実行委員会 

なごや子ども・子育て支援協議会、名古屋市子ども・若者支援団体意見交換会、 

子どもの社会参画推進懇談会、知立市子ども・若者支援地域協議会、 

とよた子どもの権利条約フォーラム実行委員会 
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■人材育成プロジェクト 
 

 

人材育成事業 

＜目的＞ 

一般職員を主体とする人材育成部門を新設し、現場ニーズに即した研

修企画と経営層への育成支援を両立させることで、子ども一人ひとりの安

心や笑顔につながる成果を生み出すことを目指す。組織内でのボトムアッ

プ型の提案力と事業間の連携を強化し、2024～2027 年を第一期とし

て法人全体・事業別・階層別の育成体制を確立することを目標とする。 

＜成果・実績＞ 

参加人数  

事業責任者 1 名  

メンバー    6 名 

＜事業を終えて＞ 

■組織への成果 

総実施回数 23 回（6 拠点、法人全体） 

総受講者数 209 名 

平均満足度 4.5／5.0（アンケート数 67 件） 

■メンバーの成⾧ 

主体的な企画・運営の遂行力の向上 

他者への働きかけと協働力の向上 

目的から考え、ゴールを設定する視点の獲得 

■課題 

教育施策を作り上げる協働者が不足している 

法人全体研修の企画・運営の負担が大きい 

＜取り組み内容＞ 

・事業理解とメンバー選定（2024 年 10 月～） 

各事業の見学を通じて現場課題を把握し、部門メンバー候補を決定 

・キックオフと WS（11～12 月） 

目的・目標の共有、研修企図のためのワークショップを実施し、事業内で検討するスキルとマインドを育成 

・企画書作成（1 月） 

各メンバーが 2025 年度の研修企画書（目的・目標・項目・予算案）を作成 

・理事会承認と準備（2～3 月） 

理事会での承認を得て、研修実施準備へ移行 

 

■1 年間の実施内容 

① 各事業内研修事例:検討・ロールプレイ等を中心に、事業ごとのニーズに合わせた小テーマで実施 

② 法人全体研修への展開:事業内での試行結果を踏まえ、年度末に全体研修や越境的な学びの場を

検討・実施 

③ プロジェクトメンバーの学習機会の確立:WS や 1on1、面談、その他個別フォローを必要に応じて実施 
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